
  (様式３) 目的設定表( 年度） 予算区分： 要求区分： 確定日（ 年 月 日）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
事業年度 年度 評　　価　　対　　象　　事　　業　（　計　画　）　の　　内　　容 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１．事業立案の背景(施策目標の達成のために今なぜこの事業が必要なのか)

(重点施策推進方針との関係） 重点事業として要望 その他事業として要望

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
２．住民ニーズの状況

 ②事業の対象者･団体①ニーズを把握した対象
受益者 一般県民 （時期： 年 月）  ③達成のための手段

②ニーズの把握の方法
アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

③ニーズの具体的内容

 ④比較した代替手段及び選択した手段の有効性

◎把握してない場合の理由及び今後の方針

 ①理由

 ②今後の方針

５．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度 全体(最終)計画順位

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

平成30年度 2月補正予算平成30 通常 平成31 03 20
0202010408 社会の変革へ果敢に挑む産業振興戦略

01 成長分野の競争力強化と中核企業の創出・育成地域におけるＩｏＴの学び推進事業
大規模市場へ参入する情報関連産業の振興04

産業労働部 産業政策課デジタルイノベーシ デジタルイノベーション戦略班 2245 羽川　彦禄 佐藤　信吾

平成30 平成30

　第４次産業革命等の進展により、産業・就業構造は大きな変革期にある。今後の成長が見込まれ、 　本事業を実施することで、本県のデジタルイノベーションの推進を支えるコア人材の育成や、地元
イノベーションの創出と活用を支える基盤産業である情報産業の振興を図る必要があり、危機的かつ ＩＣＴ企業への就職、地元への定着を目指す。
将来的な人材不足、人材獲得競争の中において、県内産業におけるイノベーション推進の担い手の確
保・育成が急務となっている。

● ○

　県

　県内中学生・高校生他

□ □

　地域ＩＣＴクラブを創設し、県内の中学生・高校生（１５名程度）に対し、県内ＩＣＴ企業から講
□ □ □ □ 師を、県内大学・専門学校からメンター（５名程度）を配置し、プログラミング実習を行う。��※当

□ 初計画していた各地域（県北・県央・県南）での開催は国事業不採択のため、規模縮小し秋田市のみ
の開催としている。

　県内ＩＣＴ企業と中高生との関わりが無く、今回の事業が初の試みである。本事業を実施することで今後、県内ＩＣＴ企
業と県内大学生との接点を作り、メンターや受講者には県内就職先の一つとして認識してもらうことでＩＣＴ人材の確保と
地元企業への定着が期待できる。

今年度からの実証事業のため

実証事業終了後、地域ＩＣＴクラブの運営や活動に対し、本事業に関与した団
体やメンバに対し、ヒアリングを実施し、課題やニーズの把握を行う。

3 53 0 3 1 3 33 2 3 4

地域ＩＣＴクラブ事業 県内ＩＣＴ企業や行政等が連携し、高校生等を対象とした「地域ＩＣＴクラブ」を創設し
01 、未来のＩＣＴ人材の育成及びクラブの自律的な活動を目指すための実証事業を行う。       1,255                                                                1,255

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

        1,255      1,255                                                        

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                               1,255      1,255



６．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み

事業の期待
される成果

指標名 指標の種類

成果指標
指標式

業績指標

①年度別の目標値（見込まれる成果による指標）指
標
Ⅰ

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a
実績b ②データ等の出典

東　北
全　国

③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 月 翌々年度 月

指標名 指標の種類

成果指標指標式
業績指標

①年度別の目標値（見込まれる成果による指標）指
標
Ⅱ

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a
実績b ②データ等の出典

東　北

全　国

③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 月 翌々年度 月

◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法
①指標を設定することが出来ない理由

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む)

事業の必要性

現状の課題及び施策目的に照らした事業の必要性

住民ニーズに照らした事業の必要性

事業の県関与の必要性
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

民間・市町村で実施可能であるが、県が関与する必要性が認められるもの
政策評価委員会意見 重点事業の適合及び指標・目標値の適合性判定

重点事業 その他

　本県のイノベーションを支えるコア人材の育成と未来のＩＣＴ人材の確保を期待する。

ＩＣＴクラブへの応募者数

●メールベースでの応募者数を集計する

○

28 2 9 30 31 3 2 3 3 3 4
        15                                                                         

                    

                    

                    

● ○ ○1 2

○
○

3 12 8 2 9 3 0 3 2 3 3 3 4
                                                                                   

                    

                    

                    

○ ○ ○

　本県はこれからの基盤産業となる情報産業にかかわる人材の育成・確保が急務となって
おり、本事業により情報産業の強化（人材育成・確保等）が期待できる。

　本事業により、中学生・高校生やその保護者からの県内企業の認知度の向上が見込め、
結果的に地元企業への就職等、地元への定着を期待できる。��→県内企業をよく知らない
という学生や県民が相当数存在している

□□ □
■

　行政が関与することで、ＮＰＯ等の団体や教育庁との連携がしやすくなるため。

○ ○


